
（様式１）
北茨城市 　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成28年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28

北茨城市東日本大震災
復興交付金基金残高

北茨城市東日本大震災
復興交付金基金の利息額

北茨城市東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

3,110,188 6,105 4,826,787

執行
年度
23
24
25
26
27
28

契約済額
（国費相当額）

0
0

0

0
0

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」、「基金の利息額」、「取崩額」の欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

0
0

0 0

0

合　計

0
305,894

162,081

1,857,271
2,505,974

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

4,914,277
1,330,287

交付分
北茨城市

0
391,630

1,132,595
0

461,670

合　計 5,130,809

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0

0

7,930,870

0

＜参考＞



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 43,704 0 -
25 2,008,949 42,224 - 26年3月市場設計及び既存施設解体に対し補助金交付決定
26 1,062,193 - 26年4月市場施設、製氷・貯氷施設整備に対し補助金交付決定
27 ▲ 986 - 27年7月市場施設完成、27年12月製氷・貯氷施設完成
28

累計 2,052,653 0 1,103,431 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 43,704 0 0 0
25 2,008,949 0 42,224 0
26 0 0 1,062,193 0
27 0 0 ▲ 986 0
28 0 0 0 0

2,985,679 2,052,653 0 1,103,431 0
2,985,679 2,052,653 0 1,103,431 0

事業実施主体の公募、決定（25年3月）

（様式２C)

7

都道県
交付分

北茨城市
省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

9 C － － 1 －

水産業共同利
用施設整備事
業

大津地区 市 民間団体直接 継続 2,985,679 24 ～ 28

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

市町村
交付分

各年度
別合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 16,500 16,459 41
25
26
27
28

累計 16,500 0 16,459 41
23
24 165,375 221,027 -
25 747,250 626,763 64,835 25年6月本体工事着工、26年3月完成（39戸）
26
27
28

累計 912,625 0 847,790 64,835
23
24 48,125 24,111 -
25 661,500 623,914 45,558 25年6月本体工事着工、26年3月完成（39戸）
26 ▲ 16,042
27
28

累計 709,625 ▲ 16,042 648,025 45,558
23
24 46,375 17,273 -
25 611,625 437,589 203,138 25年4月本体工事着工、26年3月完成（32戸）
26
27
28

累計 658,000 0 454,862 203,138
23
24 27,281 9,434 -
25 58,398 12,285 - 25年12月計画策定完了
26 8,408 - 26年8月不動産鑑定委託、12月家屋移転補償算定業務委託発
27 907 - 28年1月家屋移転補償算定業務委託発注、3月完了
28

累計 85,679 0 31,034 0
23
24 19,200 12,382 -
25 28,800 227 - 26年3月採水調査実施（市民体育館）
26 1,814 - 26年12月設計委託発注、3月完了
27 32,659 918 27年6月井戸整備工事発注、28年1月完成
28

累計 48,000 0 47,082 918

24年6月業務委託発注、業務開始、25年3月業務完了

24年7月測量・造成設計発注、24年11月設計委託発注、24年12
月用地買収、25年1月造成工事発注、整備戸数39戸

24年7月測量・造成設計発注、24年10月設計委託発注、整備戸
数39戸

24年8月設計委託発注、整備戸数32戸

24年12月導入検討調査業務発注

24年11月試掘調査業務発注（2箇所）、25年1月試掘調査業務
委託発注（3箇所）

1 D － 20 － 1 －
都市防災総合
推進事業

平潟地
区、大津
地区、磯
原地区

市 市 直接 完了

3

（様式２D）

大津地区

2 D － 4 － 1

北茨城市

市 市 直接 完了 792,667 24 ～ 25

5 D － 23 － 1 －

防災集団移転
促進事業（事
業計画策定）

平潟地
区、大津
地区、磯
原地区

市 市 直接 継続 114,239 24

D － 4 － 2 －

災害公営住宅
整備事業（大
津地区）

省庁名 国土交通省

事業番号

4 D － 4 － 3 －

災害公営住宅
整備事業（中
郷地区）

中郷地区 市 市 直接 完了 752,000 24 ～ 25

－

災害公営住宅
整備事業（平
潟地区）

平潟地区 市 市 直接 完了 1,043,000 24 ～ 25

～ 28

6 ◆ D － 20 － 1 － 1
避難施設防災
井戸整備事業

市民体育
館

市 市 直接 完了 60,000 24 ～ 27

全体
事業
期間

22,000 24



23
24 8,000 5,208 2,792
25
26
27
28

累計 8,000 0 5,208 2,792
23
24 5,820 0
25 110,683 0 26年3月2事業の使途内訳書を提出
26 226,416 27年3月1事業の使途内訳書を提出
27 567,283 0 28年1月移転補償算定業務発注、3月完成
28

累計 683,786 0 226,416 0
23
24 11,250 0 -
25 204,000 49,408 - 25年5月基礎調査、10月地質調査、26年2月道路1工区工事発
26 39,974 - 26年6月トイレ設計発注、7月道路2工区工事発注（27年3月竣
27 63,521 - 27年7月進入路舗装工事、28年1月トイレ工事発注
28

累計 215,250 0 152,903 0
23
24
25 78,711 19,273 - 25年8月基礎調査発注
26 209,669 11,040 - 27年1月地元説明会開催、3月測量業務、移転補償算定委託発
27 1,975 - 27年5月不動産鑑定、土地評価委託発注、9月完了
28

累計 288,380 0 32,288 0
23
24
25 2,121 0 - 26年3月完成（39戸）
26 25,470 18,733 - 基準日（26年10月１日）時点で36戸入居、34戸低廉化対象
27 11,939 20,797 - 基準日（27年10月１日）時点で38戸入居、35戸低廉化対象
28 20,650

累計 60,180 0 39,530 0
23
24
25 2,121 0 - 26年3月完成（39戸）
26 25,470 17,802 - 基準日（26年10月１日）時点で35戸入居、35戸低廉化対象
27 11,396 20,213 - 基準日（27年10月１日）時点で37戸入居、37戸低廉化対象
28 19,088

累計 58,075 0 38,015 0
23
24
25 1,741 0 - 26年3月完成（32戸）
26 20,898 16,527 - 基準日（26年10月１日）時点で32戸入居、32戸低廉化対象
27 11,903 16,221 - 基準日（27年10月１日）時点で31戸入居、30戸低廉化対象
28 14,301

累計 48,843 0 32,748 0
23
24
25 582 0 - 26年3月完成（39戸）
26 6,984 2,562 - 基準日（26年10月１日）時点で36戸入居、30戸低減対象
27 2,763 - 基準日（27年10月１日）時点で38戸入居、29戸低減対象
28 518

累計 8,084 0 5,325 0

24年12月業務委託発注、25年3月業務完了

－ 1
市街地復興効
果促進事業

市全域 市 市 直接 継続F － 2 854,733 25 ～ 32

市 市 直接 完了 10,000 24

8 ★ － 1

10 D － 20 － 2 －

関南地区一時
避難場所（高
台公園）整備
事業

関南地区

7 ◆ D － 20 － 1 － 2

津波ハザード
マップ策定事
業

市沿岸部
全域

市 市 直接 継続 287,000 24 ～ 28

11 D － 1 － 1 －
津波避難道路
整備事業

神岡下地
区

市 市 直接 継続 499,724 25

13 D － 5 － 2 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

大津地区 市 市 直接 継続 165,542 25 ～ 32

12 D － 5 － 1 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

平潟地区 市 市 直接 継続 168,359 25 ～ 32

14 D － 5 － 3 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

中郷地区 市 市 直接 継続 131,441 25 ～ 32

15 D － 6 － 1 －

東日本大震災
特別家賃低減
事業

平潟地区 市 市 直接 継続 22,236 25 ～ 32

～ 28



23
24
25 582 0 - 26年3月完成（39戸）
26 6,984 2,870 - 基準日（26年10月１日）時点で35戸入居、29戸低減対象
27 3,391 - 基準日（27年10月１日）時点で37戸入居、33戸低減対象
28 2,083

累計 9,649 0 6,261 0
23
24
25 477 0 - 26年3月完成（32戸）
26 5,730 2,416 - 基準日（26年10月１日）時点で32戸入居、26戸低減対象
27 2,601 - 基準日（27年10月１日）時点で31戸入居、26戸低減対象
28 1,395

累計 7,602 0 5,017 0
23
24
25 29,624 24,910 4,714 25年8月設計業務発注、25年11月本体工事発注、26年3月完成
26
27
28

累計 29,624 0 24,910 4,714
23
24
25 5,600 4,143 1,457 25年11月委託業務発注、26年3月完了
26
27
28

累計 5,600 0 4,143 1,457
23
24
25 41,927 6,068 - 25年11月基礎調査発注
26 134,152 20,423 - 26年9月設計・測量業務発注
27 67,983 - 27年7月設計・測量完了、用地買収開始、12月歩道橋下部工発
28 79,723

累計 255,802 0 94,474 0
23
24
25 24,800 4,595 - 25年11月基礎調査発注
26 49,600 0 - 整備予定地の境界が確定できていないため、底地整理中
27 0 - 地籍調査事業により境界及び地権者の確認中
28

累計 74,400 0 4,595 0
23
24
25 4,480 1,378 - 25年11月基礎調査発注
26 4,720 6,938 884 26年9月工事発注、27年2月完成
27
28

累計 9,200 0 8,316 884
23
24
25 2,800 1,159 - 25年11月設計業務発注
26 28,000 6,008 35,597 52 26年6月工事発注、10月完成
27
28

累計 30,800 6,008 36,756 52

17 D － 6 － 3 －

東日本大震災
特別家賃低減
事業

中郷地区 市 市 直接 継続 20,888 25 ～ 32

16 D － 6 － 2 －

東日本大震災
特別家賃低減
事業

大津地区 市 市 直接 継続 27,984 25 ～ 32

3
備蓄倉庫整備
事業

磯原地区 市 市 直接 完了 37,030 25

19 ◆ D － 20 － 1 － 4

緊急情報メー
ル配信システ
ム整備事業

市全域 市 市 直接 完了 7,000 25

18 ◆ D － 20 － 1 －

21 ◆ D － 4 － 2 － 1

災害公営住宅
進入路整備事
業

大津地区 市 市 直接 継続 153,000 25 ～ 28

20 D － 1 － 2 －
津波避難道路
整備事業

中郷地区 市 市 直接 継続 540,069 25 ～ 31

～ 26

23 ◆ D － 20 － 1 － 6
津波避難タ
ワー整備事業

大津地区 市 市 直接 完了 46,010 25 ～ 26

22 ◆ D － 20 － 1 － 5
津波避難路整
備事業

大津地区 市 市 直接 完了 11,500 25



23
24
25 2,000 0 - 消防本部庁舎建設工事（H26着工、H27完成予定）と一体的に
26 20,000 21,686 - 27年3月工事発注
27 0 314 27年12月整備完了
28

累計 22,000 0 21,686 314
23
24
25 49,938 0 - 26年1月補助要綱制定・交付申請受付開始
26 74,907 5,505 - 26年5月、10月各1件補助金交付決定
27 3,113 - 28年3月1件交付決定
28

累計 124,845 0 8,618 0
23
24
25 232,066 0 - 26年1月補助要綱制定・交付申請受付開始
26 305,102 231,425 - 26年12月用地買収開始、27年3月時点で約6割と売買契約済み
27 218,685 - 28年3月時点で約8割と移転補償・土地売買契約済み
28

累計 537,168 0 450,110 0
23
24
25 3,502 3,335 - 26年1月委託業務発注
26 25,267 9,556 - 26年4月委託業務発注
27 458 - 27年12月委託発注（防災集団移転計画変更届出）
28

累計 28,769 0 13,349 0
23
24
25
26 341,258 717,891 - 26年5月設計委託発注（8月完了）、10月工事発注
27 480,821 ▲ 7,191 111,379 27年10月に1丁目12戸、12月に2丁目22戸完成
28

累計 822,079 0 710,700 111,379
23
24
25
26 38,016 10,034 45,965 - 27年2月設置工事発注
27 2,074 11 27年10月整備完了
28

累計 38,016 10,034 48,039 11
23
24
25
26 8,060 233 - 27年3月不動産鑑定委託発注
27 42,122 5,409 - 27年6月設計測量業務発注、9月完成、用地買収中
28

累計 50,182 0 5,642 0
23
24
25
26
27 6,473 6,420 - 基準日（管理開始日）時点で33戸入居、28戸低廉化対象
28 22,031

累計 28,504 0 6,420 0

27,500 25 ～ 27

25 D － 13 － 1 －

がけ地近接等
危険住宅移転
事業

平潟地
区、磯原
地区

市 市 直接 継続 166,460 25 ～ 28

24 ◆ D － 20 － 2 － 1
燃油備蓄施設
整備事業

関南地区 市 市 直接 完了

～ 28

27 ◆ D － 23 － 2 － 1

防災集団移転
促進事業管理
等支援事業

平潟地
区、磯原
地区

市 市 直接 継続 35,962 25 ～ 28

26 D － 23 － 2 －
防災集団移転
促進事業

平潟地
区、磯原
地区

市 市 直接 継続 613,907 25

28 D － 4 － 4 －

災害公営住宅
整備事業（磯
原地区）

磯原地区 市 市 直接 完了 939,520 26 ～ 27

29 ◆ D － 20 － 1 － 7
津波監視カメ
ラ整備事業

磯原地
区、中郷
地区

市 市 直接 完了 60,063 26 ～ 27

28

31 D － 5 － 4 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

磯原地区 市 市 直接 継続 133,734 27 ～ 32

30 ◆ D － 23 － 2 － 2

平潟地区コ
ミュニティ交流
広場整備事業

平潟地区 市 市 直接 継続 62,728 26 ～



23
24
25
26
27 658 657 - 基準日（管理開始日）時点で33戸入居、21戸低減対象
28 2,292

累計 2,950 0 657 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 347,926 0 305,894 2,833
25 2,905,328 0 1,815,047 319,702
26 1,330,287 0 1,443,781 936
27 1,132,595 0 462,656 112,622
28 162,081 0 0 0

7,821,003 5,878,217 0 4,027,378 436,093
7,821,003 5,878,217 0 4,027,378 436,093

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

32 D － 6 － 4 －

東日本大震災
特別家賃低減
事業

磯原地区 市 市 直接 継続 14,707 27 ～ 32

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。
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